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１．はじめに 

 廃炉に伴い原発からは大量の廃棄物が出てくるが、そのうち1%程度は放射

性廃棄物である。これらは地層処分を行う高レベル放射性廃棄物より、放射

線レベルが数ケタも低く、国は100m程度の地下に中深度処分をすることとし

ている。原子力規制委員会はその安全規制の検討を始めたところ、朝日新聞

の「天声人語」（2016年9月2日）はその一部の処分方法について「超現実的

な」現実に戦慄すると主張している。国民に恐怖を与えようとしているかの

ようである。 

 

２．天声人語はいう 

「約２０万年前にアフリカ大陸で生まれた現生人類ホモ・サピエンス。そこ

から各地へ旅立つという人類史のドラマが始まったのは、約６万年前とみら

れている。やがて日本列島にも足を踏み入れた▼旧石器時代、新石器時代を

経て稲が植えられる。はるか昔に思いをはせたのは、ほかでもない。原発の廃炉に伴う放射性廃棄物の処理に

ついての報道で、「１０万年」の数字を見たからだ▼放射

能レベルが下がって人体に害がなくなるまでにはとてつも

ない時間がかかり、地中深く埋めて保管する。原子力規制

委員会は、原子炉の制御棒など放射能レベルが高い廃棄物

について、電力会社が３００～４００年間管理し、そのあ

とは国が１０万年面倒を見るという基本方針を決めた」と

いい、 

 「▼未来の子孫が過って埋設地に入ったり掘り出したり

するのを防ぎ、地震や火山の影響も避けなければいけな

い。電力会社が数万年も管理するのは現実的でないとなっ

た。日本の電力各社も、これから４００年企業になること

を運命づけられたのか▼４００年だろうと１０万年だろう

と、今を生きる世代が責任をとれるような話ではない。

「超現実的」な現実に戦慄（せんりつ）する。」と締めく

くる。 

 原子炉の廃炉の際に出る放射化した制御棒や金属材など

は全体の1%以下であり、線量が高くても数十年から数百年では減衰してしまい、長期にわたり減衰しない核種

があってもその線量は低い。それらは「中深度処分」（100m程度以下）が可能になるので、その線量や管理の

あり方について支障がないよう規制の検討をしようとしているのである。深層処分が必要な高レベル放射性廃

棄物とは異なるものである。 

 

３．手段と目的の取り違い 

題記、「天声人語」の主張はどのように安全に廃炉措置を行わせるかではなく、原発を頭から否定し、感情に

訴える主張である。通常ある行動を取るときには、目的と手段を考える。原発の推進の目的は、資源の無い日

本のエネルギー・セキュリティの確保、地球温暖化対策などであるが、このような重要な目的を推進するため

の手段である原発をこれほどにまで否定するのは、何を目的としているのか。 

 極左勢力は、日本を他国の植民地とするかのように日本の発展を妨害することを目的としており、原発推進

を妨害すればその効果は歴然としているので多くの手段を取り上げ喧伝しているが、まさか朝日の立場はそう

ではないのであろう。 

それでは、脱原発の目的は何なのであろうか。人命尊重なのか？ 

 今回の台風10号では数十人の貴重な人命が失われたし、東北大震災では津波で2万人余りの人命が失われた。

福島原発事故により蔓延した恐怖を煽って脱原発を主張するが、福島原発事故で人命は失われていない。人命

尊重では朝日は説明できないであろう。 

 人の命が自然災害で失われるのは仕方がないが、原発事故では許せないのか。他産業で人命が失われている

が、原発では人命が失われていないのに執拗に攻撃するのは何故なのか？具体的な説明を是非してもらいたい

ものである。 



４．１０万年を問題にするなら 

 10万年を問題にするなら、氷河期にいつ突入するかを考えなければならない。ホモ・サピエンスの活動が明

らかになってきたのは１０万年ほど前の最後の氷河期ころであり、現在は間氷期に入り１．３万年が経過して

いる。 

 過去80万年、およそ氷河期は約10万年、間氷期は約１万年が繰

り返されており、いつ次の氷河期に入るのかは楽観できない。北

米、ヨーロッパ、ロシアなどの主要工業国は数キロメートル厚の

氷河でおおわれることになる。このような時代になった時には、

自然エネルギーに頼っていてどれだけ人類が生き残れるのであろ

うか。 

 長期に存続する企業といってもせいぜい400年であり、10万年も

の長期にわたって廃棄物を管理するのは「今を生きる世代が責任

を取れるような話ではない。」と言い切っている。今の世代は、

今の活動の責任をすべて取ることが出来るという前提でモノを

言っているが、本当か。 

 脱原発を推進し、自然エネルギーだけで生き残れるのか。現状

では今からほんの数世代で化石燃料を使い尽くすことになるが、

後世に残さなくて良いのか。少なくとも数100年後には化石燃料は

掘りつくされるが、今の世代には責任は無いのか。 

どこかの企業が生き残るかどうかの問題ではない。人類の消滅の

可能性を無くす方策を考えなければならないのである。 

 

５．自然災害と原子力災害 

ここで、話が大きく変わるが、人命尊重の観点から災害について考えてみよう。 

台風の進路予想の精度は以前にも増して向上し、ＴＶなどを見ている人々には早く避難しなさいとの情報は十

分に伝達されていた。それにも拘わらず、なぜ老人ホーム入居者が多数犠牲になったのか、多くの人々はその

背景をあまり考えてはいないのではないかと思われる。 

 台風という人間が制御できない事象に対して、これまでに多くの

人々がそれに対応して、徐々に被害の程度を下げてきた歴史や事実に

焦点を当てるべきではないだろうか。地震や火山噴火の後に、近隣の

影響を受けた住民が緊急避難することになるので事後処理になり、や

むを得ない現実であると考えられる。 

 しかし、原子力事故や台風の襲来は、事前に発生の予測が可能であ

り、予防処置や地道な対応改善、訓練、そして実際に起こった場合の

緊急避難等で被害の程度を最少化できるのである。 

国土交通省では従来の気象用レーダに比べて5倍の高頻度、16倍の解像

度、そして地上の水位計に頼ることなく降雨量をリアルタイムでデー

タを配信できるXRAINを設置中であるが、岩手以北、北海道はこれから

というところであった。さらなる設置の加速が望まれる。 

 原子力も同様である。万全の対策をしてきたつもりが、未曽有の大

地震と大津波に襲われ、福島原発事故が発生した。電源喪失や格納容

器からのベントは世界各国の安全性評価で対策が必要とされていたもので、これらの問題が絶対ない、起きな

いと過信していたことにより、大きな事故になってしまったのである。 

 この過ちを教訓として、過去の貴重な諸データ（ビッグデータ）を科学者や社会学者たちが解析し、発生確

率と影響を及ぼす程度を算出し、これらの検討結果に基づいて提言し、対策をできる範囲で優先順序をつけて

実施しているのである。何も一発逆転を狙うような革命的な対策は必要なく、継続的により良くするという観

点が必要なのである。 

 

６．マスコミのすべきこと 

マスコミは被害の悲惨さを伝達するばかりで、ではどうすれば徐々にでも対策を改善できるのかに言及しな

い。読者やＴＶ、スマホを見る人は概ね被害を知ることで満足し、同情するだけで時が経ってゆくのもやむを

得まい。しかし、マスコミ関係者やジャーナリストも大衆迎合に走り、販売部数の増大や、視聴率が上がれば

良いとしているように見受けられるのはいかがなものかと思う。つまり不安を煽り、「読者、視聴者たちにも

被害が降りかかるのだよ」と天声を発しているとの思い上がりだけで満足している。それでは社会の公器とし

ての役目を果たしているとは言えまい。 

 日本にとって原子力がエネルギー・セキュリティのためには是非とも必要なのだから、どうしたら安全にで

きるのか、国や電気事業者に対策を求めることが重要なのだという視点を失わないで貰いたい。 
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 国主導でうまくいくフランスの原子力 
－日本政府も「もんじゅ」の後押しを－ 
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高速増殖原型炉の「もんじゅ」について、日本原子力研究開発機構

（JAEA）には運転する資格がないと、原子力規制委員会によって烙印が押

され、この開発を引受ける適切な機関（あるいは組織）も存在しないと決

めつけられてしまいました。これを受けて、政府は10月7日「高速炉開発

会議」を発足させ、高速炉開発は不可欠であるとの前提のもとに、もん

じゅの廃炉も含め検討するとのことです。もんじゅの廃炉が既定路線であ

るかのような取り扱をするのなら、余りにも近視眼的な考え方なのではな

いでしょうか。 

「もんじゅ」をやめるとなると、これまでに投下された資本が全て無駄に

なるばかりではなく、せっかく作り上げた一連の原子力計画が根本から崩

れてしまい、将来のエネルギー・セキュリティに大きな不安が生じることになります。これからしっかりと議論

をして、国益を損なわない最良の方策を考えるべきでしょう。 

 

１．原子力を推進するフランスの実績 

この日本の状況を踏まえて、高速増殖炉も視野に入れて開発を進め、安い電気代を享受しているフランスを見

てみましょう。フランスは日本同様化石燃料を産出しない無資源国なので、1970年代の石油危機を契機に、エネ

ルギーを自給するためには原子力発電に頼る必要があるとの確たる方針を打ち立て、政府、官僚、国営電力会

社、民間企業などが一体となって積極的に原子力発電所の建設を進めました。現在ではその電力需要の75％、一

次エネルギー需要の45％を原子力によって供給しています。更に、燃料となるウランも軽水炉で使う限り、化石

燃料と同様に数百年後には使い尽く

してしまうことが明らかなので、ウ

ランをプルトニウムに変換し燃料と

して活用できる期間を数十倍に増や

すとともに、それを可能とする高速

増殖炉や再処理の開発を進めてきま

した。最近では地球温暖化対策とし

て、原子力を「脱炭素エネルギー

源」と位置付けています。これらの

方針が着実に実行された結果、フラ

ンスは世界でもとりわけ安い電力料

金を享受できる国となっています。 

日本では電力会社毎に電気料金が微妙に違いますが、平均的な日本の料金は家庭用がKwhあたり約27.5円、産業

用がKwhあたり約18.6円 となっています。これがフランスでは家庭用が約20.5 円、産業用が約12.4 円です。家庭

用も1.3 倍ほど高いのですが、日本の産業はなんと約1.5 倍の料金を支払っているのです（2015年度第二四半期 

IEA統計より）。これでは、国際競争に勝てという方が無理であることは誰の目にも明らかでしょう。また、一部

の人がお手本としている再生可能エネルギーを積極的に導入しているドイツでは2014年家庭用は日本より遙かに

高く、フランスの2倍近くなっています。資源のない日本が生き残るためには、フランスのような一貫した国の原

子力政策が必要です。 

 

２．「もんじゅ」の何が問題だったのでしょうか 

もんじゅは原型炉と言って、原子炉の技術開発を進める過程での比較的初期段階の原子炉です。もんじゅの運

転の目的は、原子炉でプルトニウムが理論通り増殖できるのか、軽水炉と異なる原子炉に係る安全性を確保でき

るのか、所定の性能を達成できるか等を確認することなのです。このような開発の途中段階の原子炉であれば、

ナトリウムを使う化学プラントに近い設備の設計や、運転、点検保守等に問題が出てくることは予見されること

で、トラブルが起こるのも異常とは言えません。それを脱原発を目指すマスコミがいちいち事故だと感情的に取

り上げて、現場の研究者たちを萎縮させてしまったというのが実態なのではないでしょうか。科学技術の進歩

は、失敗とその克服の積み重ねで達成できるものです。原子炉も同様で、研究段階から不具合を克服し続けるこ

とにより完成させることができるのです。もんじゅの場合は、例えばナトリウムが漏えいして燃えた事故のビデ

オを隠したことで、単なるトラブルがマスコミの餌になり事件となってしまいました。JAEAは、漏えい事故をど

のように今後の改善につなげていくかを積極的に国民に公開すべきであったのですが、その様な努力をする間も

無く事件となって、国民の不信を招いてしまいました。 

原子力安全・保安院が規制を行っていた時代は、上記のようなもんじゅの開発目的を理解しながら規制を進め
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「もんじゅ」を活用して高速炉技術開発の継続を 
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１．はじめに 

9月21日に原子力関係閣僚会議が開かれ、「もんじゅ」について廃炉を

含めて抜本的な見直しを行うこと、「高速炉開発会議」で今後の高速炉開

発方針を検討することとされました。これらの中では、仏国が進めている

高速炉の実証炉ASTRIDへの参画が大きく強調されており、全体の雰囲気と

しては「もんじゅ」に替わるものと位置づけられているようにも受け止め

られます。もしそうならば、自主開発という重要な方針からはずれていく

ことになります。 

他の分野もそうですが、新しい巨大システム開発は、研究開発、設計、

製作、運転（使用）・保守を通じて、絶えざる相互フィードバックをかけ

ることによって確かな技術として築かれていきます。この間最大の注意を

払っても失敗、トラブルは起こるかもしれませんが、その原因を追究・反

省し、対策を施すことによって課題を克服しながら開発は進められるもの

です。 

以下に、「もんじゅ」開発の進め方、得られている成果、生じている問題、自主開発の重要性等について、こ

れまで開発の一端を担ってきた技術者の経験から述べてみます。 

 

２．「もんじゅ」とはどのようなものなのでしょうか   

高速増殖炉は発電することにより消費される燃料より多くの新しい燃料を生み出せる炉です。「もんじゅ」は

高速増殖原型炉で発電プラントとしての成立性を実証することを目的とした炉です。燃料としてはプルトニウム

とウランの混合酸化物を、冷却材としてはナトリウムを使っています。発電炉の経済性を実証するためのより大

型の実証炉を経て、商用炉へと繋げる役割を担っています。「もんじゅ」に先立ち実験炉「常陽」は順調に運転

を続けてきました。 

 

３．「もんじゅ」の開発はどのように進められてきたのでしょうか 

先行する米国、英国、仏国等から必要な技術情報を得ることは当然ながら行われました。この中には多額の対価

を払って購入したケースもありますが、日本側の開発成果に立ち対等な情報交換を行ったケースもありました。

設計の違いや日本の許認可を取得するためには自ら研究開発を行う必要がありました。 

3.1 ナトリウムを扱う機器 

ナトリウムは化学的に活性なので、材料に悪影響を与えないかという最も基礎的

な試験が長期間にわたって行われました。この結果ナトリウムの純度が管理されて

いれば、材料への影響はないことが分かりました。 

並行して早い時期からポンプ、弁、計測器等の汎用的な機器がナトリウム環境の

もとで問題なく使用できるか試験を行い、問題があれば改良するという努力が続け

られました。例えばポンプについては、ナトリウムとその上部にあるカバーガス

（アルゴンガス）とを貫く駆動軸で変形が見られ、ポンプがうまく回らなくなると

いうトラブルに直面しました。この原因はカバーガス中の自然対流により、ポンプ

の胴体に温度差を生じたため過大な変形量を起こしたことによるものでした。対流

防止板を設置することにより解決しました。このことは試験施設の試験で発見され

たから良かったものの、原子炉で起こったら重大な問題になりかねない事象でし

た。 

その他特有な大型機器について実物に近いものを試作して、大型ナトリウム施設

で機能試験、耐久試験等を行いました。この結果ナトリウム液面より上に存在する

アルゴンガスを通じて蒸着したナトリウムが思わぬ悪さをして駆動の障害になるお

それがあること等、実機条件に近い状態で使用してみて初めて分かる現象も経験し

て、機器の改良に反映されることになりました。 

 3.2 ナトリウム中で高温で使用する構造物の設計を可能とする評価法 

「もんじゅ」では、ナトリウムの温度変化によって構造材に生じる熱応力が支配的であり、高温での長期間の

健全性を保証する設計評価法の開発が必要でした。熱応力に関して十分には認識していなかった事態も発生しま

した。それは米国との情報交換により入手した情報ですが、原子炉容器の液面近傍で定常状態でもかなり高い熱

応力が発生するということでした。これを受けてこのような現象を合理的に評価する方法を開発するとともに、

設計の変更を行いました。同じ熱応力といっても、例えば原子炉内の過渡的な冷却材の流動・伝熱に伴う構造材



温度変化によって生じる熱応力が非常に大きいということが分かり、原子炉内の構造設計に配慮しました。この

現象は後述するタンク型の高速炉では重要な問題と思われます。 

別の課題は耐震設計です。熱応力を軽減するためには一般に薄肉構造とすることが必要になりますが、このこ

とは耐震性を困難にします。そのため適切な支持方法を工夫する等対応に苦心しました。 

3.3 安全性に関する研究 

「もんじゅ」の炉心は、燃料集合体が稠密に配置された構成であり、冷却材として高温ナトリウムが使用され

るためプラントの過渡的状態、あるいはそれを超える状態での安全性に関する試験、解析、評価法の開発が行わ

れました。蒸気発生器の伝熱管が万一破損した場合には、高温の水・蒸気がナトリウム中に漏洩するので、ナト

リウム水反応が起こります。そのため現象の解明、検出系の開発、事故時の生成物を処理する設備等様々な試

験・解析・評価が行われ安全設計や安全評価に反映されました。海外炉で発生した事故の経験は貴重な情報でし

た。 

3.4 機器製作経験 

原子炉容器は直径7m余り、厚さ50mmのステンレス鋼製ですが、溶接箇所

を最小限にするために、リング状の一体鍛造で製作され、薄肉であるため

熱処理後のゆがみを最小限にするのに極めて厳重な管理が図られました。 

また中間熱交換器は長大な容器に多数の伝熱管が挿入された構造です

が、容器と伝熱管の集合体の隙間は極めてわずかで、クレーンで伝熱管の

束を挿入する工事では、運転員は斎戒沐浴したとかの噂があるほど高度の

スキルを要する作業でした。 

 

４．運転保守と成果 

「もんじゅ」は平成６年４月に初臨界到達後40%の電気出力まで運転

し、各種の試験を順調に行いました。しかし平成7年12月に、２次主冷却

系配管からのナトリウム漏洩事故を起こし停止しました。その後事故原因の究明、安全総点検、対策工事を行っ

たうえで平成22年5月に運転再開後、同年8月に炉内中継装置の落下トラブルを起こしました。装置は復旧工事を

完了しましたが現在停止中です。「もんじゅ」は合計250日間運転を行いました。この間に得られた主な成果、教

訓を述べます。 

4.1 運転・保守から得られた成果 

試運転中の初期段階で予熱昇温を始めたところ、２次主冷却系配管の熱変位が予想と少し違っていることが認

められました。このような複雑なシステムではなかなか設計通りの結果は得られないものだと改めて認識しまし

た。その後原因を究明し、ナトリウムを系内に充填して原子炉を起動し、蒸気発生器に通水して蒸気を発生させ

発電を開始し、40%電気出力まで合計205日間運転をしました。出力は低いですが発電システムとしての成立性は

実証できたことになります。その間に炉物理データを取得して、炉心の設計手法の妥当性を確認できました。ま

たこの段階で増殖比が設計値1.2に対して実測値は1.18と予測通りであることが分かりました。40%性能試験時の

原子炉を急停止した時の冷却材の過渡的温度変化データから設計で使用していた仮定が保守的であることが判明

しました。その他この段階でもいくつかの基本的なデータを取得できました。 

このような運転・保守、試験を通じてナトリウム機器の取扱い、純度管理、ナトリウム洗浄、補修、保守管理

等に関する貴重な経験を得ることができました。 

4.2 事故・トラブルの原因と教訓 

ナトリウム漏洩の原因は温度計を取り付けたさや管の流力振動による金属疲労でした。原因は事故につながった

タイプの振動モードのことを十分考慮していなかったことと、さや管の形状が適切で

はなかったことでした。漏洩した時、近傍の材料にナトリウムによる腐食が認められ

ました。その現象解明のために研究を行って、周辺の雰囲気温度や湿度等による腐食

のメカニズムの違いを究明し、実機での雰囲気管理を適切に行うことを徹底すること

にしました。漏洩を止めるための措置に時間を要し漏洩量が多かったため、住民の

方々や国民に不安を抱かせてしまいました。そのため迅速に漏洩を検知し、漏洩量を

減らし、燃焼を抑制するための設備を改良しました。事故時のビデオ隠し等情報開示

が不適切であったことは極めて重大な問題で深く反省しております。 

炉内中継装置の落下は設計上の配慮が不十分であったために生じた問題です。設備

復旧のためにナトリウムが付着する状況での大型機器の補修を安全に行うことができ

ましたが、この背景には大型試験施設での類似の経験が活かされました。 

4.3 保守管理上の問題 

平成20年12月から当時の原子力・安全保安院の指示を受けて、軽水炉並みの「保全

プログラム」を急遽導入することになりました。本来は運転保守経験に基づいて炉型

に適応したものであるべきでしたが、「もんじゅ」の場合は経験が浅いうえに、急い

で導入せざるを得なかったという事情があって軽水炉ベースのものを策定し、その後

「もんじゅ」の保守経験に基づき改定するつもりであったようです。しかし、福島の

事故を受けて新たに設置された原子力規制委員会からは細かい箇所までも含め厳密な



 
適合性を要求されたという事情があったようです。とはいえ様々な不備があったことは確かなので改善しな

ければなりません。 

 

5．訴えたいこと 

 これまでに40%出力状態までの運転から幅広い成果を挙げることができました。しかし全出力状態でのシス

テム、機器の信頼性、耐久性、安全性の実証はこれからです。また種々のニーズに応じて必要となる増殖性

能、国内に蓄積されているプルトニウムの効率的利用（燃焼）、高次化プルトニウム及びアメリシウム等含

有燃料の照射挙動の把握等重要な成果が期待されます。この結果は高レベル放射性廃棄物の減容・有害度の

低減に資することになります。高速炉はこのような優れた特性を持つものですが、それらの燃料を製造し、

「もんじゅ」で燃やし、照射後の検査で結果を確認するという手順を踏まない限り成立性は言えません。こ

のような要求を満たすことができ、現実的に使用できる施設は世界で「もんじゅ」以外にはありません。 

 

 前に述べたように「もんじゅ」は、独自の研究開発に支えられ、設計、許認可、建設、運転、試験が行わ

れたものです。すなわち自主開発だからこそ日本に合った設計、付随する課題の研究開発による解決、製作

技術の確立を図ってこられたわけです。 

 

 仏国のASTRID計画に何らかの形で参加協力することは、日本の

高速炉開発にとって有意義と思われますが、それでもって「もん

じゅ」の代替とすることは適切でないと考えます。ASTRIDはタン

ク型の炉型であり、大きな原子炉容器内に中間熱交換器やポンプ

を設置し、薄肉の複雑な形状の隔壁によって流路を形成します。

そのため耐震性、原子炉容器内部の複雑な熱流動による熱応力、

流体振動等克服すべき技術上の課題が多いように思われます。ま

た内部の構造や機器でトラブルが生じた場合の保守補修が容易で

はありません。日本が計画に参画したとして枢要な技術にどこま

でアクセスできるか、自らの手による開発とは異なる大きな弱点

を抱えることになるかもしれません。技術開発を担う人材も施設

の運転・保守を通じて育成されます。このことはメーカーが担う

設計、製作技術においても当てはまります。 

 

世界的かつ長期的視野に立てば、開発途上国を中心とする人口

増加、経済成長、CO2排出の厳しい制限等から原子力利用の拡大と

増殖炉の必要性が顕在化することは十分予想されます。また、そ

の実用化には長期間を要することから仏国、ロシア、中国、インド等では長期的戦略のもとで、数々の困難

を乗り越えて開発を進めています。とくにロシアは古くから多くの深刻な事故を克服して、近年では発電炉

として軽水炉に比肩できる高い設備利用率を達成しており、実証炉段階の発電炉の運転を開始しています。

かれらは当然ながら将来の高速増殖炉時代の到来をにらんでその市場を独占するという意図のもとで、自主

開発に伴う困難を克服して商用化しようとしているのでしょう。中国も同様の戦略から取り組んでいると考

えられます。商用原子力発電の宗家であった英国が原子力発電から身を引いた一時期を経て、現在新型の原

子力発電所を設置しようとしていますが、今や中国から資金的および技術的支援を受けなければならない状

況に追い込まれています。 

日本の財政事情は厳しく、これまで通りの「もんじゅ」の運転は許されるものではなく、これまでの反省

の上に立って、新運営主体のもとで、経営・施設運営の刷新、社会の理解促進、再稼働までの期間の最短

化、経費節減、売電収入の確保を図りつつ、早期に原型炉としての役割を果たすことが求められると考えま

す。 

（今津 彰 記） 
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はじめに 

 日本国内では、電力多消費産業の関係者ばかりではなく、若い世代にも

原子力発電支持が多いのであるが、反原発を主張する朝日、毎日、東京の

諸新聞の論調では、国民の半数以上が原発反対であるという報道になって

いる。彼らの都合に合わせたアンケートをしばしば行って、あたかも彼ら

の主張が正しいかのように報道するのである。彼等が本当に状況を正しく

分析・評価して報道をしているとは思えない。彼等は常に「公正」を売り

物にしているが、原子力発電が関係するニュースの場合には「それは本当

か？」と問い掛けたくなる報道に終始している。また、いわゆる「後出し

ジャンケン」報道が多い。つまり、事実が分かってから初めて尤もらしい

批判を展開するのである。 

 これらを総合して考えてみると、反原発新聞は、公正な報道をすべく努

力をしているのではなく、彼らの都合が良いように世論を誘導していると

しか考えられない。あるいは、彼らには事実を客観的に分析・評価する能力が実は備わっておらず、都合の良いように作文を

しているだけだという目で見ると、納得できる報道が多いのである。 

 

米国大統領選挙では 

このような観点から見られる日本のマス・メディアの弱点を垣

間見た例が最近出てきた。米国でトランプ候補がヒラリー・クリ

ントンを破って次期大統領に当選した際に、日本のマス・メディ

アは一斉に「番狂わせ」、「衝撃的結果」などの表現を使って、

トランプ候補の当選が予想外であったとの報道を行ったことであ

る。 

米国のマス・メディアは、グローバル化の流れの中で、鉄鋼、自

動車産業などの衰退や移民労働者の増加などをもたらしたオバマ

大統領の失政への批判や民主党の政策への不信等を直截的に表現

したトランプ氏の主張を取り上げず、もっぱらスキャンダルをと

らえた報道に終始した。米国のマス・メディアの場合は旗色を鮮

明にし、日本の新聞のように「公正」などというまやかしをしな

いので、極端な報道やスキャンダル合戦への協力は有り得るので

あり、特に批判するには当たらない。とは言え、米国のマス・メディア関係者は米国人の中に渦巻いている現状への不満を十

分に理解することができなかったと言えよう。 

 一方、有権者は候補者二人を比較して、自分自身の主張を代弁

してくれたトランプ氏に軍配を上げたのである。その後、米国で

も色々な後付け報道がなされているが、民主党政治への不満、飽

きなど、選挙前から予兆はたくさん出ていたにもかかわらず、そ

れを見誤ったという事実は曲げられない。日本のマス・メディア

も同様に、状況を丁寧に分析して報道することなく、東部エスタ

ブリッシュメントの意見や米国マスコミ報道を鵜呑みにして報道

をするから、このような恥ずかしい結果に終わることになる。そ

もそも、現地に住んで仕事をしていながら状況分析すらできない

特派員、海外駐在支局など、居ても居なくても報道の精度が変わ

らない程度の人材しか抱えていないのではないか。 

 

日本ではどうか 

原発廃止が日本の民意であるとの報道も、同様の分析能力の欠如がその根底に有るのではないか。彼らの思い込みに基づく

恣意的なアンケートをいくら実施しても、本当の民意は測れない。繰り返し述べるが、日本の有権者のかなりの人々は原発の

必要性を認識しているのである。それが故に、原発反対を主張する民進党などが大幅に議席を減らす中、衆院選に引き続いて

参院選でも自民党が議席を大幅に伸ばしたと言えるであろう。 

日本の経済回復の有効な手段、無益に海外に流出している化石燃料の代金の抑制、地球温暖化対策としての切り札等々、原

子力発電所を再稼働させる合理性は至る所に見つけ出せるのである。更に、中国で今後稼働を開始するであろう原子力発電所

の基数やその他の先進国での建設計画を考えれば、日本だけがいつまでも「原発が怖い」と言って足踏みをしている時ではな

いのである。新規原子力発電所の建設へとつなげる大幅な世論の変換を実現しなくては、いずれ日本が経済的にも成り立たな

くなる心配がある。 

そろそろ日本のマス・メディアも日本人の置かれている環境を良く考えて、国富の流出を止め、明るい将来を迎えることが

出来るよう、原発の再稼働を急ぐという方向の論調を確立して欲しいものである。 



号    
 
 

１．はじめに 

このところ訪日外国人旅行者の増加が話題になっている。政府観光局の発表による

と、2015年の訪日外国人旅行者数が1,973万人強でその消費額が3兆4,700億円強だった

とのことである。 

2011年には福島事故の影響で一時的に６百万人代にまで落ち込んだ外国人旅行者数

であるが、2012年には2010年並みの830万人強に回復しており、その後は順調に増え続

けて2013年には初めて１千万人を突破し、それから３年後の今年は１月からの通年

ベースで初めて２千万人を突破したのだという。 

 

２．この事から二つのことが胸をよぎる。 

第一に、福島事故から５年経っても「原子力発電が危険だ」と

いう風評が収まらないのが日本であるが、日本を訪れようという

外国人にとって事故は既に過去の問題となっており、彼等の「訪

日したい」という気持ちの抑制材料にはなっていないということ

である。勿論多くの要因が複合的に絡み合って訪日外国人数が増

加しているのであろうが、事故に対する恐怖感が薄れているのも

ひとつの要因だと言えるだろう。 

第二に、これは偶然であろうが、日本が化石燃料代として追加

支出している金額が2015年に日本を訪問した外国人旅行者が落と

した金額とほぼ拮抗しているということである。逆の言い方をす

れば、原子力発電所の稼働が進まないことにより、折角観光業界

が稼いだ収入に見合うだけの金額が化石燃料を産出する国々への

支払いでむざむざと消えてしまったということになる。３兆円強

の支払いが無ければ、日本経済は今のような停滞感をもたらさな

くて済んだはずなのにとの思いが拭えない。 

  

３．もう少し考えてみよう 

第一の点は訪日外国人の筆頭は中国人で３３％程を占めている。中国の原発事情を見ると操業中はまだ１９基と少ないが

建設中が２９基、計画中に至ってはなんと２２５基あり、日本の５４基に遠からず追いつく勢いなのである。福島事故の後

も計画が変更になったとの話は聞かないし、今後ますます計画が具体化してゆくことになろう。 

このような近未来の原子力大国の人々が原子力発電を恐れるは

ずもなく、今や経済が停滞し始めたとはいえ、観光旅行の目的地

に日本を選択することに不思議はない。反原発派の多くがドイツ

は原子力からの撤退を決めたと喧伝するが、福島事故後に稼働停

止を強制させられているわけではなく、８基が順調に稼働中であ

る。米国では、今年６月にワッツバー２号機が実に２３年ぶりに

新規原発として営業運転を開始した。このように、諸外国では福

島事故は良い教訓を与えていると考えられているだけで、日本の

ようにいつまでも危険視し続けているわけではない。このような

状況であるが故に、日本への観光旅行を躊躇しないのであろう。

日本人も「羹に懲りて膾を吹く愚」から早く脱却して欲しいもの

である。  

第二の点は言うまでもなく、国富の流出をいかにして食い止め

るべきか真剣に考える契機になるのではないか。街中に外国人が

溢れ、爆買いという言葉も耳慣れるほどに外国人による消費が進

んでいるのに、そのようにして得られた収益に相当する金額が化

石燃料費として海外の化石燃料産出諸国に支払われてしまうという事態が起きているのである。 

原子力発電所が多数止まっていても停電が起きるわけではなく、電気代の単価が少々上がっても省エネ電気製品を積極的

に利用すれば相殺されてしまい「原発がなくても困らない」という感覚がなかなか変わらない。原発を早期に再稼働して電

気料金を低位安定させて貰えれば、日本の景気回復に大きく役立つと考えている企業人は多いのであるが、その思いは殆ど

報道されることがない。民意は原発廃止であるとの報道が極めて多いのである。 

何故であろうか？まず、経済を支えなくてはならないという気概を持たない企業人の声が大きいからと考えるのが妥当で

はないか。朝日、毎日、東京なども企業であるが、その論調は日本の経済を支えようと考えているとはとても思えない。こ

ういう反日、反原発新聞が経済を低迷させる勝手な意見を大声でばらまいて、多くの人びとの考えを彼らが望む方向に向け

させているだけだとは言えないか。 

 日本人だけが2011年から足踏みをしている原子力開発である。このような状況から脱却するために、確信犯的な報道を

続ける反原発新聞はさておき、日本の置かれた状況をより正確に報道をする役割を負ってくれる大新聞である読売、産経、

日経、あるいは大手テレビ放送局等の活躍を心から望みたい。 

                                           （伊藤 英二 記） 
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ていたのでしょう。しかし、新しい原子力規制委員会は、もんじゅが開発段階の炉であるにも拘わらず、商用

炉となっている軽水炉と同様な規制を適用し厳しく対応しています。その結果、昨年12月には、「JAEAはもん

じゅの開発を継続する当事者能力に欠ける」との一方的な理由をつけて、もんじゅに退場命令を出したという

ようにみえます。しかし、研究開発段階にある原子炉の安全性は、軽水炉のように一律の基準で規制するので

はなく、特別認可という仕組みで規制側の監督のもと、一歩一歩開発を進めることが可能なのです。将来のた

めに、関係者が注意を払いながら新しい原子炉を開発してゆくという、当た

り前の対応がどうして取れないのでしょうか。 

 

３．「もんじゅ」に取り組む必然性 

我が国のウラン確保という点でみれば、世界各国が原子力発電を手掛ける

ようになれば、ウランがひっ迫し、価格も上昇すると考えるのが常識的で

す。これを克服する手段が高速増殖炉の開発です。最近の中国や中東、ヨー

ロッパの軽水炉建設への取り組みを見れば、その傾向は変わらないと言うこ

とができます。 

日本では、フランス同様、濃縮、高速増殖原型炉もんじゅと再処理施設の建

設、再処理に伴って出てくる高レベル廃棄物の地層処分の研究などがワン

セットで進められてきましたが、濃縮を除き運転開始に至ってはいません。

高速増殖炉が順調に仕上がっていれば、プルトニウムの使用も促進されるの

で問題は起こらなかったのですが、国内の研究施設の操業と海外への再処理委託の結果、プルトニウムが過剰

に抽出される一方、燃料としては使えていないために在庫が増えてしまいました。核兵器に転用するのではな

いかとの海外からの疑念を解消するために、軽水炉でMOX燃料として利用して、急場をしのぐことになっている

のは、マスコミの報道でご存知の方も多いと

思います。 

 一方、主要国で進めている第4世代の原子

力発電の検討では、ウラン利用効率を大幅に

改善に繋がりうること、地下貯蔵施設へ保管

する長期間減衰しない放射性廃棄物の量と放

射の量を減らせることが可能な高速増殖炉が

重要な選択肢になっており、日本は主導的な

役割を果たしています。現在、高速炉建設に

取り組んでいる国は、ロシア、中国、イン

ド、フランスでありますが、「もんじゅ」が

運転可能になれば大いに研究開発に貢献でき

ると考えられます。 

 

４．政府は「もんじゅ」の後押しを 

化石燃料の枯渇に対する原子力の位置付け

が変わらない限り、高速増殖炉の必要性は変わりません。再生可能エネ

ルギーが化石燃料の枯渇の代替になることはあり得ません。パリ協定で

は2080年には化石燃料からの二酸化炭素排出を80%減らさなければなりま

せん。原子力発電の大幅増加は必須です。 

原型炉「もんじゅ」は、ウラン供給、再処理、地層処分などの計画を

補完するものであり、我が国では将来を見通しながら高速増殖炉を推進

すべきなのです。 

目先の管理体制の不備やコストがかかり過ぎるなど脱原発派の意見に

左右されて、軽々にもんじゅのプロジェクトを中止するならば、エネル

ギー・セキュリティの全体構想が破綻することを覚悟しなければなりま

せん。福島第一発電所の事故後、軽水炉の再稼働が遅れている結果、化石燃料調達のために毎年3兆円の外貨が

外国に流れ出ていますが、そればかりか、温室効果ガスが大量に排出されて地球環境を痛め続けているので

す。もんじゅの費用はこれまでに約9,500億円（会計検査院報告平成23年11月）、今後、設備の新規制基準への

適合のために約1300億円、運転保守・維持管理費約200億円/年などを含め2032年までに約5400億円（文科省）を

要するとされていますが、此れ等費用は海外にただ流出しているのではなく、我が国の産業の育成や賃金とし

て使われており、国内で消費されることも忘れてはならないのです。右の写真は今年のもんじゅの入所式で

す。もんじゅの必要性をきちんと理解しているこの若者たちの将来を、私たちはしっかりと考えなくてはなり

ません。 

政府、官僚、与党も、本当に国のエネルギー・セキュリティの確保を考えるのであれば、フランスの例に倣

い自分たちが国を救うのだという気概を持って、もんじゅの開発を後押しして行って貰いたいものです。 

以上 



 NPO法人-IOJ 

日本の将来を考える会 IOJだより 第 1 3 5号 2017年1月20日発行 

エネルギーの将来を考えましょう（１）  
－まずは地球温暖化対策について － 

 http://ioj-japan.com/xoops/ 

 日本では原子力発電への不信感が一向に改善されないように見えるのですが、目を海外に向

けると、先進国の多くが原子力発電の拡大を計画しています。勿論、安全性の向上を前提にし

ていますが、日本でも福島事故を教訓として大幅な原子力発電所の安全性の向上が図られてい

るのです。一方、地球温暖化対策が多くの国の関心事になっていますが、日本ではマスコミを

含めてこの問題には関心が薄く、ここでもガラパゴス状態が現れてしまっています。 

 このような状況ひとつを取ってみても、これからは世界や日本でのエネルギー政策の抜本的

な見直しが求められていると認識しています。私たちIOJは、このような認識に基づいて、新年

号からエネルギーの将来にとって基本的と考えられるいくつかのテーマをシリーズで報告して

参ります。今回は、地球温暖化対策について検討しました。 

 

１．World Energy Outlook2016と2016年パリ協定 

日本では福島第一事故の影響で原子力発電所の再稼働が遅れるとともに、2014年のエネルギー基本計画では

「再生可能エネルギーを積極的に進め、可能な限り原発を減らす」という方針が立てられ、これを5年ごとに見直

すこととしております。2015年には長期エネルギーの見通しが立てられ、また対外的には、温室効果ガスを2013

年の26%減の約束をしています。 

現在、ほとんど原発が動いていない状況で、電力不足に陥ることもなく、電気料金も大きく増加していないの

で、日本国民は危機感を持つ必要を感じていないかも知れません。しかし、私達が問題にするのは当面の問題で

はなく、例えば、数十年に亘るエネルギー供給の見通しを得ることなのです。 

IEA（国際エネルギー機関）は世界のエネルギー供給や地球温暖化対策などについて、エネルギー供給の視点に

立ち2016年11月にWorld Energy Outlook 2016（以下「WEO216」）を発行しました。 

これによれば、国際的にはこれからエネルギー消費が激増するという環境に置かれているのであり、これを踏

まえたうえで、2016年のパリ協定に基づき二酸化炭素を2050年には地球全体で現在より80%も減らさなければなら

ないとしています。「再生可能エネルギーを積極的に進め、可能な限り原発を減らす」方針というきれいごとで

はとてもこの目標を達成できないことが示されています。 

 

２．WEO2016の地球温暖化対策提案 

WEO2016では、COP21で提案された地球温暖化対策を、再生可能エネルギーや原子力などの導入、各種の省エネ

ルギー対策、化石燃料の開発などについて分析しています。この分析に際しては、OECD諸国および非OECD諸国か

らの取り組み方針を参考にしております。 

①各国の約束では対応は不十分 

 WEO216 の検討では各国の現在

の政策（Current Policies）では

温暖化を防止するには不十分で

すので、各国の約束草案を考慮

した新政策（New Policies）、そ

して地球の温度上昇を2℃以下に

抑えるため二酸化炭素濃度を

450ppm以下にするシナリオ（450

シナリオ）について、各国の

データ等を集約して世界のCO2排

出量を検討しています。 

その結果は新政策（New Policies）では、とても2℃以下に抑え

るとの目標は達成できず、少なくとも450シナリオが必要である

ことが示されました。（図：確実に上昇する地球の二酸化炭素濃

度 温室効果ガス観測衛星「いぶき」の測定結果） 

②450シナリオでの取り組みの骨子 

 最終エネルギー（実際に使われるエネルギー）の分野別のCO2

の排出量が2014年から2040年までにどれだけ削減することになる

かを図に示します。 

電力の分野では、先進国では原子力や再生エネルギーが積極的に

導入され25%まで削減されます。電力以外の分野では省エネが中

心ですが、新興国の需要が増えるため、ほとんど減っていませ



ん。本来、CO2排出を削減するには非化石の電力を大幅に増やし、自動車、暖房、給湯などの分野を電力化するこ

とだと考えられますが、そこまで

は検討されていません。大量で安

価な電力の供給を、非化石の再生

可能エネルギーだけで供給しよう

としても、不可能であることを示

しています。 

③大変な費用になります 

 450シナリオを達成するために

は、2016年から2040年までにエネ

ルギー供給分野とエネルギー効率

化の分野合計では114円/ドルとす

ると8,500兆円、年間340兆円とい

う費用が必要です。 

電力関係を詳細に見ると、原子力、再生可能エネルギーと電源

系統などに要する費用は発電部門で1730兆円、送電等の分野で

820兆円を要すると試算されています。 

④450シナリオの先には1.5℃以内する厳しい対策が控えている 

 450 シナリオでは気温上昇を2℃以下に抑えることを当面の

目標としているのですが、2050年までに80%の削減を実現する

には、気温上昇を1.5℃以内に抑えるとする更に厳しい変革が

必要となります。 

このためには2040 年から2060 年にかけてゼロエミッションを

達成する必要があり、例えば、エネルギー部門を今世紀末まで

に、あらゆる燃料燃焼からの排出分を回収貯留するか、または

大気から炭素を取り除く技術によって相殺するという段階に達

する軌道に乗せなければならないのです。 

⑤450シナリオでの具体的に発電量 

 2040年の450シナリオでの各地域の電力供給を集計すると、そ

の割合は図の通りとなります。化石燃料は世界全体では16%まで

削減され、原子力は26%、水力、バイオ、再生可能エネルギーの

合計は44%を占めかなりの非化石化が進みます。 

しかし新技術を取り入れ地球温暖化対策に取り組むことが出来

る欧州、米国、日本、韓国などのOECD諸国は世界の30%程度であ

り、ロシア、東欧、中国、インド等の対策が進まない限りCO2の

削減には限界があります。これらの国にも適用できる安価な技

術の開発が必要となるのです。 

⑥CCS（地中貯蔵）が前提 

 原子力の拡大が前提となっているのですが、CO2放出を更に防

ぐため、発電所からの排気や産業活動で発生するCO2を地下に貯

蔵する技術（CCS）の採用も考慮されています。この技術が採用

された場合には、450シナリオでの2040年までの貯蔵量は５Gtと

なると試算されています。 

 

３．まとめ 

 地球温暖化の原因は、数億年前長期間大気中にあった二酸化

炭素が光合成を経て動植物によって固定され、それが化石燃料

となって地中や海底に蓄えられていたものを、ここ100~200年で燃やしつくし、それによって再び大気の二酸化炭

素を増やしていることにあります。地球の温度上昇を何度以下に抑えるかを検討することも重要ですが、また、

化石燃料を我々が100年、200年で使いきっても良いのかが人類に問われているのです。 

現在考えられている温暖化対策を現実的なものにする新技術、新政策が出てこない限り人類の未来がないかも知

れません。 

IEAのような客観的な分析を行う国際機関でも、今回のWEO２０１６に示しているように、日本を含む先進国が

大幅に原子力発電を採用してゆかなくては地球温暖化は防げないということを示しています。日本はフランスと

ともに原子力先進国であり、原子力発電だけではなく高温ガス炉による水素製造、小型原子炉などの技術を有し

ておりますので、フランスなどと協力して、途上国でも安価で安全に運転できる原子力発電を推進するなど、厳

しい目標もクリアーする努力を重ねて行くことが期待されているのです。 

（ 吉村 元孝 記） 
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エネルギーの将来を考えましょう（2）  
－再生可能エネルギーの限界について － 

 http://ioj-japan.com/xoops/ 

１．再生可能エネルギーの導入 

 １３５号に引き続き、日本の電力供給の将来像について考えてみましょう。日本では、あたかも再生可能

エネルギーが救世主のように扱われ、たとえ原発をなくしても、太陽光発電、風力発電等の再生可能エネル

ギーを拡大してゆけば、地球温暖化防止に寄与できるし電力供給も問題が無くなるかのような風潮が蔓延し

ています。本当にそうでしょうか？ 

再生可能エネルギーは、技術的に無理のない範囲で導入して、電源のベスト・ミックスの中でしかるべき位

置を占めるようになるのが好ましいことだと考えられます。再生可能エネルギーには、安定的に発電に使用

できる水力、地熱、バイオマスなどもありますが、残念ながら我が国の資源の賦存量と立地の条件から今後

の開発余地が限られています。従って、再生可能エネルギーを増加させるには、現状では太陽光や風力など

の天候に大きく左右される発電が主力を占めることになります。今回は、再生可能エネルギーの中で最も注

目を浴びており、設置が進められている太陽光発電と風力発電の問題点を取り上げます。 

 

２．需要と供給を一致させるための調整が必要 

 電気は、需要と供給が常に一致する「同時同量」が必要です。この需給バランスが崩れると電圧や周波数

が変動し、医療用機器や精密機械の制御が突然出来なくなります。最悪の場合には大規模停電発生の恐れが

ある為、瞬時瞬時の需給バランスを保つことが重要になります。 

このために、電力会社は従来から需要の変動に応じて発電側の出力を調整して高品質の電気を維持していた

のですが、再生可能エネルギーを優先

的に利用することが義務付けられるよ

うになったので、発電側の供給の変動

にも対応しなくてはならなくなってい

ます。ここで、太陽光、風力などによ

る発電の特徴を見てみましょう。 

 風力発電は年間を通して比較的風が

吹く場所に設置されていますが、風は

必ず止まる時がありますし、何日間も

風の吹かない日もあります。太陽光発

電については、夜間の発電が期待でき

ないばかりではなく、曇りの日や雨の

日には大幅に発電される電力は減って

しまいます。経産省の検討資料でも、

「太陽光や風力は日照や風況によって

分単位で出力が変動」すると指摘して

います。このような特徴がありますの

で、太陽光発電や風力発電は安定供給

を期待できない変動電源と呼ばれてい

ます。 

  

電力会社は需要に対し供給が多すぎる

場合、火力発電の発電量を抑えること

や他の系統に属する電力会社と電気の

やりとりを行うなどで供給量を絞り込

みますが、それでもなお供給が多すぎ

ると見込める場合は再生可能エネル

ギーの発電量を抑えることが必要とな

り、太陽光等による電力の接続可能量を制限することになります。 

このように、分単位で変動する発電設備は極めて取り扱いが難しく、日本の電気を質の高い状態に留めてお

く為には、変動電源の導入量には自ずと限界が出てきます。 

国内で発生した余剰電力を陸続きの外国と融通し合うことが可能なスペインやドイツ等の先行国の例を見て



も、変動電源が20～25％になると火力発電などによる調整の負担が増えて、変動電源の導入には自ずとブ

レーキが掛かる現象が見られます。 

 

３．他の調整設備の活用はできないのか 

 余剰電力対策として大規模に調整を行うには、電力間の連繋線

（送電線）を使って行う電力の融通が最も適しているのですが、日

本の場合にはこの連携線の容量がそれ程大きくなく、欧州の電力会

社のように簡単に融通することができません。電力の融通以外に

は、揚水発電所で高出力ポンプを稼働させて水を上部ダムに揚げた

り、畜熱式ヒートポンプ等の熱電源機器と電気自動車の普及及び大

型蓄電池への蓄電とアイデアはいろいろあるのですが、前号で紹介

した国際エネルギー機関（IEA）のレポート(WEO2016)によると世界の

蓄電の99％は揚水発電によって行われているということです。その

揚水発電所でも自分の持つ発電容量の5時間程度分しか貯蔵できませ

ん。蓄電池も同様に5時間分程度しか貯蔵ができません。つまり短期

のバランス調整には利用できても、3日間というような長期の悪天候

に備えることができるような大型蓄電設備の開発が今後の課題で

す。 

 蓄電池の性能が大幅に上がり、安くなるのであれば、変動電源で

発電された電力は全て一旦蓄電池に貯めておくこととし、需要に応

じて系統に安定的に電力を供給するようにできれば、以上に述べた

様な問題は解決するでしょう。 

 

４．大変な額の費用や歳月が必要になります 

 ３．で取り上げた電力間の連携線を強化して電力の融通を大規模

にやれるようにする・蓄電池をもっと大幅に採用して変動電源をな

くす・揚水発電所を各地に多く作るなど、問題を解決する方法は沢山有ります。しかしながら、これらを

実現するには全て大変な額のお金や

歳月が必要になります。同時同量の

電力を安定的に供給することが欠か

せない高度に制御される機器が多い

日本で、今すぐにこれらの方法で必

要な電力を賄うには間に合いません

し、とてつもない金額を誰が負担す

るのか決めるだけでも簡単な話では

ありません。（実は必ず最終需要者

である消費者が負担することになる

のですが・・・） 

もうひとつの問題として再エネ発電

賦課金があります。電気料金の請求

書を見て貰いたいのですが、月に１

万円程度しか電気代を支払っていな

い家庭でもそのうち千円程度が再エ

ネ発電賦課金として徴収されていま

す。やり繰りが厳しい家計や小規模工場では負担が増すばかりです。「再生可能エネルギーが日本を救

う」という間違った考えのために、このような不合理な制度がまかり通っています。太陽光発電・風力発

電に出力制御を装備させると共に大型蓄電池の早期開発と低価格化を実現し併せて国民負担を極力抑える

ために、固定価格買取制度（FIT）を需要に応じて買取価格が変動する制度へ移行させることが望まれま

す。 

 

５．結び 

 どのような設備でも長所と短所があることを改めて認識し、再生可能エネルギーだけですべての問題が

解決するとの幻想を捨てて、バランスのとれた電力供給仕組みの開発を進めるべきではないでしょうか。 

（伊藤英二 記） 
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エネルギーの将来を考えましょう（3）  
－多くを期待できない再生可能エネルギー－ 
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はじめに 

１３６号では、再生可能エネルギーの中にも「安定的

に発電に使用できる水力、地熱、バイオマスなどがあり

ますが、残念ながら我が国の資源の賦存量と立地の条件

から今後の開発余地が限られています。」とお伝えしま

した。自国の資源を有効利用でき、安定電源として使え

るものは大いに開発されることが望ましいのですが、本

号ではこの点をもう少し深掘りして、なぜ開発余地が限

られているのか、なぜ将来の電源として多くを期待でき

ないのか、資源エネルギー庁の資料（図参照）を参考に

しながら、その事情を考えてみましょう。本号を記述す

るにあたって、国立情報学研究所が公表しているエレク

トリカル・ジャパンというサイトを参考に使用しまし

た。（参考 エルクトリカル・ジャパン） 

 

２．水力発電 

 エレクトリカル・ジャパンによると、日本には大小合わせて全部で

2105ヶ所の水力発電所があり、その総発電出力は22,455.2MWです。このサ

イトには発電方式毎の一覧地図も掲載されていますが、日本全土がほぼ水

力発電による供給域として示されています。これと共に、資源エネルギー

庁が発表している包蔵水力の資料を比較しながら見てみると、未開発の水

力発電所の地点数は多いのですが、殆どが流れ込み式の小型水力であるこ

とが分かります。これらの包蔵水力を徹底的に利用したとしても、現在の

約950億kwhが470kwh増える程度の事にしかなりません。日本で最初の一般

供給用発電所は産業技術遺産

にもなっている京都の蹴上水

力発電所で、1891年（明治24

年）11月に送電を開始してい

ます。それ以来電力会社、地

方自治体などが積極的に開発

を進めてきましたので、今や

ダム式の大型水力発電所を経

済的に新設できるような適地

は極めて限られていると考え

なくてはなりません。多くの開発努力を重ねてきた方々の努力の結

果、容易に開発できる地点は既に飽和状態に近いということが言え

ます。 

この様な現状を踏まえて、経産省ではRPS法を導入して、1,000ｋ

ｗ以下の中小水力発電所の開発を後押ししようとしています。平成

26年2月時点で5,600KWが導入済みで、26年度末までの申請予定は21万

KW（新設は24円~34円／kwh,既設導水管利用は14円~25円／kwh）と確

実に増えていますが、風力や太陽光発電に比べて稼働率が高いとは

いえ、比較にならないほど少ないのです。（参考 経産省 水力発電資料） 

 

３．揚水発電 

エレクトリカル・ジャパンでは、揚水発電所は水力発電所と分けて集計しています。揚水発電所の数は44ヶ所

で、総発電容量は27,607.2ＭＷです。このうち神奈川県企業庁が所有する250ＭＷの城山発電所以外は全て電源開

発（株）を含む電力会社の所有となっています。これは、揚水発電所がこれまで主に原子力発電所の夜間電力を

使って揚水することを目的に原子力発電所とペアで開発されてきたという歴史によるものです。   

発電方式別包蔵水力

出力 電力量 出力 電力量 出力 電力量

万 kW 億Kwh 万 kW 億Kwh 万 kW 億Kwh

流込式 1,253 504 273.7 46 6.4 2.7 2,504 887 355.1

調整池式 461 1,039 456.3 2 7.0 3.4 149 226 75.4

貯水池式 253 690 198.1 6 23.3 5.4 47 92 24.5

小計 1,967 2,233 928.1 54 36.7 11.5 2,700 1,205 455.0

17 562 23.8 0 0 0 18 692 16.5

951.9 11.5 471.5

資源エネルギー庁資料より　平成27年3月31日現在

工事中 未開発

地点 地点 地点

計

発電方式

既開発

一般水

力

混合揚水

http://agora.ex.nii.ac.jp/earthquake/201103-eastjapan/energy/electrical-japan/
http://www.enecho.meti.go.jp/category/electricity_and_gas/electric/hydroelectric/


変動電源の調整用には絶大な効果を発揮する揚水発電ですが、高低差がとれる地形が必要ですが、それでも

同様の制約を抱えており、変動電源の調整用として次々に増設してゆけるという状況にはありませんし、建設

には膨大な費用と長期の工事が必要となりますので、到底すぐの役には立たないことがお分かりいただけるで

しょう。 

 

４．地熱発電 

 同じく、エレクトリカル・ジャパンの地熱発電の地図を見てみましょ

う。全国で33箇所、521.5ＭＷです。日本は火山国ですからもっと多くの

地熱発電所があってもおかしくないようですが、これだけの規模に留まっ

ています。 

地熱発電所は、火山の近くということで、東北、九州に多くあるのです

が、設置場所が国立・国定公園内になってしまう、あるいは、著名な温泉

地の源泉に近いなどの理由により、新たな発電所の開発には反対が多い等

の事情があるようです。源泉の湯量が減ったり、枯渇したりすれば温泉地

の経営者にとっては死活問題ですし、観光収入を増やそうとしている政府

の方針にも合わないと言えます。 

また、技術的にも出力を維持する為に平均約３年毎に１本追加で井戸を

掘り続ける必要がありますし、地熱を維持してゆくためにはそれほど大規

模な発電所を作ることはできないという制限があります。初期投資費用に

比べて出力が小さいことも相俟って、今後大幅な開発が進む事は無さそ

うです。このような理由から、経産省が試算した2030年における地熱発電

の割合は1％程に留まっています。 

 

５．バイオマス発電 

 バイオマスとは「再生可能な、生物由来の有機性資源で化石資源を除

いたもの」と定義されています。昔から日本では炭、薪を燃料として利

用してきており決して革新的なエネルギー源ではありません。しかし、

これまで再利用率が低かった食品廃棄物や食料用ではなかった農作物

あるいは間伐材などを発電用燃料として利用することにより、カーボ

ン・ニュートラルな電源として有効利用しようとする動きが活発化して

います。今では、電力会社も大規模発電所の燃料として石炭と混焼する

などの方法で利用しています。エレクトリカル・ジャパンのデータで

は、570ヶ所、24,106.7MWが開発されているということです。この570ヶ所

の内訳を見てみると、100万KW以上の出力のある発電所は９ヶ所で、10位

の徳山製造所発電所では出力は半分となります。使用する燃料の有る場

所に発電設備を作りますので、自ずと発電容量は小さくなってしまうよ

うです。 

未利用の資源が有効利用されるという範囲内で使われている分には大変好ましい発電となりますが、これが

良いということで集中的に開発が進むと、建設した発電所の活用が主目的となってしまい、カーボン・ニュー

トラルという本来の目的が忘れ去られ、利用できる資源を無理してかき集めるという事態が発生する恐れがあ

ります。つまり、未利用資源を使うのではなく、本来食料として生産されたものが燃料として使われたり、森

林が大規模に伐採されるような事が起こってしまう可能性があります。かつて、ガソリンの代替としてバイオ

燃料がもてはやされた時にトウモロコシの価格が高騰したことを覚えておられる読者も多いと思います。ま

た、カーボン・ニュートラルを主張するためには、燃料として使用された分に相当する植林が行われなくては

なりません。樹木が成長するには相当な期間が必要ですから、成長に見合う程度の開発に抑えるという知性が

求められます。良いからといって、やみくもに開発を進めることができない大きな理由がここにあります。 

 

６．そのほか開発中の非化石発電方式 

 化石燃料に頼らない発電方式として、以上に述べたもの以外に波力・潮力発電もあります。将来の発電方式

として開発を期待したいところですが、なかなか実用化の段階まで至らないようです。 

 

７．むすび 

以上安定電源として利用可能な再生可能エネルギーを見てきましたが、これらの設備については簡単に増設

ができるような状況にないことがお分かりいただけたと思います。2012年の経産省の統計では水力が8.4%です

が、これが2030年になっても10％前後と試算されており、これに地熱、バイオマスを加えても多くて14％弱し

かなりません。無責任な一部マスコミや総理大臣経験者などの主張を鵜呑みにせずに、政府が公表している資

料に注目し、日本が生き残ってゆくために最適な電源構成がどのようなものであるのか、国民一人ひとりが考

え続ける必要があるように思われます。 
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『反原発の“空気”に“水”をさすには』 
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１．“空気”とは； 

日本の社会では、何か重大な決定を行うとき、「空気」が形成され、それが

成長し、人々の自由な言動を金縛りにし、その「空気」によって非合理的な決

断がなされてきた。 

その例は、太平洋戦争に突入する前、軍や政府の幹部たちはこの戦争に勝て

るはずはないことを知っていながら、猛威を奮っていた「空気」に支配され、

誰一人正論を主張できず、一億総玉砕何するものぞ、とばかりに負け戦に突入

して行った歴史に明白である。戦後、軍幹部は「何故、負け戦と判っていなが

ら、抵抗しなかったのか」と問われ「あの雰囲気で抵抗できるものは一人もい

なかった」と答えたという。これこそ「空気」支配の代表的なものである。 

今、日本の原子力界を俯瞰してみると、一部マスコミが作った反原発“空気”

に支配され、原子力を捨てようとしている。反原発を誘導する“空気”が、原

子力の正常化を妨げているのではないか、がここでの考察の対象である。 

 

２．“空気”の特性： 

“空気”は一般にさまざまな禁句を作る。1mSv/yのレベルまで除染するなどばかげた話である、という言い草は特に

福島地区では極めて重い“禁句”である。また、“空気”は科学的説明を受け付けない。ラジウム温泉の放射能は健康

に良いが、原発に絡んだ放射線は忌避されるべき放射能であるという表現に対し、いくら科学的説明を試みても納得し

てもらえない、というのがその例である。これらはまた、“空気”に関与する全ての人を例外なく“金縛り”にする。

思考の自由が奪われることを“金縛り”と言う。 

こうなると電気事業者はもちろん規制当局も軽微なトラブルに対して毅然とした科学的説明ができない。軽微なトラ

ブルとは、社会通念に従えば、許容できる“落ち度”のことであるが、それさえ許されない異常判断が幅を利かし、そ

の主張に本来なら常識的判断を行うはずの普通の人が振り回されるのである。勇気を持って反論しようものなら、「空

気」がそれを開き直りと捉え、マスコミから受ける誹謗中傷はただ事でない。福島事故では人ひとり死んでいないと

いった高市大臣や1mSv/yは何の問題もないといった丸川大臣は公の場で涙を流して謝罪した。“空気”がこれらの発言

を禁句としており、それに触れたらただでは済まない例である。 

 

３．原子力社会現象： 

このようなことが想定されるので、事業者は運転再開が技術的根拠もなく引き伸ばされるのを恐れ、「ごめんなさ

い」的対応に追われ、過剰な再発防止対策を余儀なくされてきた。これらを「原子力社会現象」と呼ぶ。このようなじ

めじめした状況は日本固有で世界では見られない。このようなじめじめした状況を

作り出している“犯人”はどこにいるのだろうか。 

 

固定倫理と状況倫理 

 子供がパンを盗んだとする。このとき、子供の貧しい家庭環境を考えれば盗みも

ある程度やむを得ない、という判断を可能にする。我が国では、このような情状酌

量は概ね歓迎される。これが状況倫理である。 

西洋の固定倫理は、盗みは子供がやっても王様がやっても悪い、といって譲らな

い。王様が罰せられた例は知らないが、罰せられて当然という倫理である。これが

固定倫理である。このような掟は我々にはない。 

 西洋人は日本人のように“空気”に影響されない。また、個人的問題に関して

“空気”は起こり得ない。何かの問題に関して、賛成か、反対かを集団で決めよう

とするきに、いつもとは限らないが、“空気”のお出ましとなる。“空気”が決め

るといったスタイルを取る。このとき、西洋と日本とでは、集団が取る方法に差が

ある。日本の集団は物事を決めるときには、「全員一致を旨とする」が、西洋では

「全員一致の議決は無効とする。」この違いは、農耕民族と狩猟民族の違いに帰せ

られるが、その理由は別の機会にしたい。この違いが日本では意思決定に影響を及

ぼす“空気”が存在し、外国には存在しないことの理由になる。 

そもそも、個人では解決困難な問題を“空気”の力を利用して、問題解決を図ろうとする狙いが“空気”の存在理由

であり、そのとき、個人の責任回避は実現される。 

http://ord.yahoo.co.jp/o/image/RV=1/RE=1487674348/RH=b3JkLnlhaG9vLmNvLmpw/RB=/RU=aHR0cHM6Ly9pbWFnZXMtbmEuc3NsLWltYWdlcy1hbWF6b24uY29tL2ltYWdlcy9JLzUxNVA1VkRENVZMLmpwZw--/RS=%5eADBmh0r2VtZl.z1HxN4L8d1QQSjQrY-;_ylc=X3IDMgRmc3QDMARpZHgDMARvaWQDQU5kOUdjVGY1N


 

４．絶対安全と社会通念： 

一言でいえば、我々の多くは、福島原発事故の悲惨さを臨在感的に把握し、そ

の金縛りにあって、原発は嫌だ、という思いの虜になってしまっている。この雰

囲気は”空気“の特性の一つである。こうなると、思考停止に陥り、原子力の可

能性でさえ“禁句”となる。世界の原発推進への動きなどに対して目もくれな

い。状況を客観的に考えられなくなる。結果的に日本独特の異常な社会現象が生

み出されているのである。 

これらの状況を倫理的に支えているのは悲惨さに裏付けされた“絶対安全”の

要求であり、市民やマスコミの支持を得て、原子力利用の大きな障害になってい

る。ちなみに、“絶対安全”とは、規制値の一億分の一の放射能漏れも許さず、

原子炉はチェルノビル事故にも耐えなければならないという非現実的要求に根拠

を与えている概念である。 

“絶対安全”の対立概念は言わずと知れた“社会通念”である。これは、長期

に渡って我々の日常生活に全く支障を及ぼさないとすれば、安心して許容できる

という見方である。微量の放射能漏れがこれに相当し、トリチーム水を希釈して

海水に放出している事実は長年続いているが、それが世界の人々の生活に支障を

きたしているという話は聞いたことがない。「トリチーム水を薄めて海に流す行

為は人間が生きていくうえで支障は無視できるほど軽微である」という思いが社

会通念である。 

この社会通念という考え方が原子力の問題を正当に扱う上で大変重要なものであることを公式に表明したものは、

平成１９年１０月２６日に出された浜岡原子力発電所運転差止に関する判決書[２]に出てくる次のような文面であ

る。原子炉施設に求められる安全性の項で、判決書は次のように記述している。 

 

『ここにいう「原子炉施設の安全性」とは、起こり得る最悪の事態に対しても周辺の住民等に放射線被害を与えない

など、原子炉施設の事故等による災害、発生の危険性を社会通念上無視し得る程度に小さなものに保つことを意味

し、およそ抽象的に想定可能なあらゆる事態に対し安全であることまでを要求するものではない。』 

ここに、我々は、絶対安全と社会通念との対立をみる。 

 

5．“空気”に“水”をさす： 

原子力における誤った安全神話”絶対安全”の思想が、日本的平等主義に起因する“集団倫理” のなかで空気が

生成された。では、この「空気」に「水」を差すにはどうすればいいのだろう。 

 我々日本人は、物事を集団で決めようとするとき、物事が新聞記事として取り上げられ、それが社会的事件に発

展する場合には、“空気”が生成され、人々を拘束し、それに逆らうものがあれば

糾弾される、という状況に置かれ、そういう過程を経て物事が決められていくこと

に抵抗できない。新聞やマスコミはこの社会現象を活用する。その結果、個人は責

任を免れ、自ら解を探すという労力は省かれ、ただ大勢に従っていればよいという

ことになり、それに身を任せることになる。現在の反原発の“空気”の結果はどう

なるであろうか。 

「空気」に「水を差す」方法のよりどころは「社会通念」にある。 

この反原子力の“空気”に水を差す方法は、浜岡裁判の判決に言う「社会通念」

であろう。しかし、この「社会通念」を持つのに大きく抵抗するのも“空気”であ

る。この“空気”の克服なくして日本の原子力は正常化できるだろうか。正常化で

きなければ、エネルギー資源をほとんど持たない我が国は、衰退の一途を辿り、隣

国の属国と化すのではないかという“恐れ”を消せない。 

                           （宮 健三 記） 
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対策 日本 米国（NRC） フランス

政府の施策

・国会及び政府事故調査委員
会の設置
・3条機関としての原子力規制
委員会、事務局として原子力規
制庁の設置

タスクフォースを設置
EUとして及びフランス独自のス
トレステストの実施

安全強化の
基本方針

・安全思想の基本方針の強化
①深層防護の考え方の徹底
②信頼性の強化
③自然災害による共通要因故
障に関する想定と防護対策の
引き上げ
・シビアアクシデント対策、テロ
対策における基本方針

・ルール策定
①設計外事象に対するリスク低
減：電源喪失が長期化した際の
安全性維持能力の強化等
?格納容器保護・放射性物質
漏出抑制：炉心損傷時の放射
性物質漏出抑制策やフィルター
の評価

EDFは「既設プラントの安全レ
ベルの強化」、「設備の高経年
化と性能の管理」及び「パ
フォーマンスの向上」を目指し、
主要機器の更新計画の策定や
取替工事を進めており、取替が
困難な設備については60年ま
での耐性を評価している。

具体的対策

①「炉心損傷防止」、「格納機
能維持」、「ベントによる管理放
出」、「放射性物質の拡散抑
制」という多段階の防護措置
②可搬設備での対応を基本と
し、恒設設備との組み合わせに
より信頼性をさらに向上
③使用済燃料プール防護対策
を強化
④緊急時対策所の耐性強化、
通信の信頼性・耐久力の向
上、計測系の強化
⑤手順書の整備や人員の確
保、訓練の実施等、ハード面と
一体となったソフト面の対策強
化
⑥航空機衝突等に備えた可搬
設備のバックアップ対策として
特定重大事故等対処施設を導
入  の共用を排除）

①地震・溢水対策ウォークダウ
ン：各プラントの既存の地震・溢
水対策のウォークダウンを実施
し、不備があれば改善
?地震再評価：最新情報に基
づき地震の可能性を再評価し、
設備のアップグレードが必要か
判断
③溢水再評価：最新情報に基
づき溢水の可能性を再評価し、
設備のアップグレードが必要か
判断
④人員配置・コミュニケーショ
ン：同一サイトの複数炉に影響
のある事象に対する人員配置・
コミュニケーション体制の評価

以下の3つのフェーズを計画し
ている。
①可搬型の局所的な設備の使
用及び原子力事故即応チーム
（FARN） による敷地外での救
助活動、②ハードンドセーフティ
コア第1段階（長期のSBO及び
LUHSに対応した恒設設備によ
る電源・注水機能の強化）、③
ハードンドセーフティコア第 2
段階（施設の完成：第Ⅱ制御室
やフィルターベントなど）
ここで、ハードンドセーフティコ
アとは主要安全機能を維持す
る組織と設備・施設のことであ
る。

表１　福島の事故に対する対応策　
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エネルギーの将来を考えましょう(4) 
―安全性が確認された原子力発電所は直ちに再稼働をさせるべき― 

 http://ioj-japan.com/xoops/ 

 現在、「再生可能エネルギーに頼れば問題が解決する」という無責任な空気が日本全体を覆っています。それ

だけで「大量の電力を必要とする先進国たる日本の電力需要が全て賄える」という考えには、これまでのシリー

ズで説明してきたように、大いに異論があります。 

再生可能エネルギーに頼る前に、まずは安定した電力を確保することから始めないと、日本の経済は破綻し、国

民生活が大きく損なわれる恐れがあります。既に安全性が福島事故以前と比較して飛躍的に高まっている原子力

発電所を直ちに再稼働させ、良質な電力需給に不安のない状況を構築してから、じっくりと将来の電源構成に必

要な対策を施してゆくのが、今の時代を生きている私達の義務ではないでしょうか。 

 

そのため、まず以下の問題点を検討してみましょう。 

1.時間軸が考えられていないこと 

2.費用対効果が無視されていること 

3.日本の原子力発電所の安全性の向上について十分な説明がなされていないこと 

4.海外諸国の原子力開発の状況について十分な説明がなされていないこと 

5.一部のマスコミの無責任な報道と放射線教育の欠如が、被曝の影響を過大に恐れさせていること 

6.民主党政権時代の誤った除染基準などを修正できないでいること 

7.まだ電力不足の決定的な事態が起きていないこと 

   。 

１．時間軸が考えられていないこと 

 多くの原子力発電所は安全対策も施されていつでも再稼働できる準備が整っています。今すぐに３０％近くの

電力供給を担うことができる状態です。一方、再生可能エネルギーの利用については、太陽光、風力による発電

設備は続々と建設されていますが、変動電源であることから技術的に改善すべき課題が残っています。調整用電

源が十分に整備されるか、発電された電力を蓄電により安定電源として系統に流すように送電線網が出来るまで

は無制限に増やすことはできず、時間のかかる開発作業が必要です。 

 調整電源として揚水発電所を建設するとしても適地が限られている上、建設には１５年程度の期間が掛かりま

す。 潮流発電なども未来の電源として有望でしょうが、供給側の電源としてある程度の規模となる時期はまだ

不明です。 このように、いつ実用化がなされるか分からない技術、発電方式に依存できると考えることが大き

な問題です。 

２．費用対効果が無視されていること 

 現在の技術でも、膨大な数の蓄電池を並べ且発電箇所に送電線網が出来れば、太陽光、風力によって発電され

電力を蓄えておき、安定電源として

系統に流すことは可能です。また、

調整用の揚水発電所を建設するには

数千億円掛かるのですが、この建設

費は事業者が負担し電気代として消

費者に転嫁されます。太陽光・風力

等不安定電力の調整用の電源を確保

するには莫大な費用が掛かるのです

が、ここに注目した報道がなされる

ことはほとんどありません。問題を

現実的に解決するために限られた資

金をいかに有効に使うのか、良く考

える必要があります。(図は北海道から本州に送電線を引くのに要する費用の例） 

３．日本の原子力発電所の安全性の向上について十分な説明がなされていないこと 

 139号では、日本の原子力発電所が飛躍的に安全性を高めていることを説明しました。経産省の資料や原子力規

制委員会の資料をよく読めば具体的な改善の内容が理解できますが、政府もマスコミもなぜか国民に向かって分

かり易く説明をしようとはしていません。やはり、反原発の空気に水を差す気概を持って、原子力発電所の向上

した安全性を積極的に説明をする必要があります。 

４．海外諸国の原子力開発の状況について十分な説明がなされていないこと 

 日本での事故を受けて稼働を停止した原子力発電所は、海外には無いと言って良いでしょう。それどころか、

中国では、現在運転中が31基、建設中が24基あり、これがすべて完成すると日本の５４機を抜き去ってしまいま



す。さらに2030年に2億KWを原子力発電とすることを目標にして

いますので、間もなく百基を超える原子炉が稼働することになり

ます。このような状況下で、日本だけが反原発の空気に流されて

原子力発電所の再稼働を遅らせていることが如何に無意味か、積

極的な説明が必要です。 

５．一部のマスコミ報道と放射線教育の欠如が、被曝の影響を過

大に恐れさせていること 

 放射線は一般的には危険ですが、少量でも被曝したら危険とい

うものではありません。多くの学者、専門家が福島事故の結果原

発敷地外に排出された放射線量ではほとんど影響がないと言い

切っています。チェルノブイリで起こったような小児の甲状腺が

んも見つかっておりません。それにも関わらず、NHKを始め朝

日、毎日などの反原発新聞が放射線の影響や福島原発の状況をオ

ドロオドロシク報道してきたために、多くの国民が放射線アレル

ギーとも言える精神状態に陥っています。きちんと放射線教育が

なされていれば、日本中が「放射線コワイ病」に罹ることはなかったと思われますが、義務教育段階で放射線教

育をしなかった悪影響が露骨に出てきてしまいました。それが、原発の再稼動が進まない大きな理由となってし

まっていますので、状況改善の努力が必要です。 

６．民主党政権時代の誤った除染基準などを修正できないでいること 

 自民党議員も選挙で選ばれますので、「放射線コワイ病」に罹ってしまった選挙民が投票をすると考えると、

安易に再稼働を言い出せないというジレンマに陥っています。民主党政権が設定した1mSvという除染目標がいか

に馬鹿げた数値であるか分かっていても、マスコミが原発反対50％などと報道すれば、動くことができなくなっ

てしまいます。このような空気が再稼働遅延の大きな原因となっています。 

７．まだ電力不足の決定的な事態が起きていないこと 

 反対派は「原発が動いていなくても電力不足は起こっていない」と言っています。これまでに私たちは何回

も、化石燃料調達のために年間３

兆円もの外貨を吐き出してきたと

いう事実を伝えてきました。ま

た、世界的に非化石化を行わない

と地球温暖化によって人類が滅び

るかも知れないという危機感を海

外の多くの国が共有しています。

日本だけが、大停電という事態が

起こっていないことを理由に、す

ぐにでも動かせる原子力発電所を

止めておいて、化石燃料を使い続

けて良いのでしょうか？炭酸ガス

を排出し続けて良いのでしょうか？ 

終わりに 

今一度冷静に全ての条件を勘案して、日

本にとってのバランスのとれた電源構成に

ついて考えるべき時が来ていると思いま

す。私たちが提案するバランスある電源構

成とは、原子力発電を当面排除することな

く、再生可能エネルギーを技術的に無理の

ない程度に導入し、将来も安定したエネル

ギー・セキュリティーを確保しながら、実

現可能性が高い構成比を実現することで

す。（図参照） 

経産省のデータによる震災前１０年間の

平均電源構成は、化石燃料（LNG+石炭＋石

油）で62％、再生可能エネルギーが11％（9％が水力）、原子力が27％となっていました。この化石燃料分を水

力で10％、バイオマスで9％、その他の再生可能エネルギーで25％、合計44％以上を賄うことを目標値とし、不

足する分は当面は火力と原子力で賄なわざるを得ません。これ等目標の実現には長期間を要しますので、今動か

せる原子力発電所を直ちに稼働させ、原子力発電所、再生可能エネルギー発電所などの稼働にあわせて、火力発

電所を順次閉鎖してゆくという段取りが必要です。最終的には、火力発電所を完全に廃止して、エネルギー消費

全体でCO2の排出を80％削減することを目標にするのです。この目標の達成をCOP21が目標としている2050年とす

るのが合理的であると考えます。 

 次号からは、「2050年へのアプローチ」と題して、具体的にいま何が問題で、何をなすべきかをお伝えしたい

と思います。 


